
部局名

　　　　　　（単位：千円）

Ｈ２１ H２１．９末 H２２．３末 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

計画 △ 571,016 △ 571,016 △ 571,016

実績 0 0

計画 △ 96 △ 96 △ 96

実績 △ 96 △ 96

計画 △ 1,147 △ 1,147 △ 1,147

3 企画部 経常 情報政策課 H21 電算管理運営費 1

財務会計、介護システム、上下水道システム用の
プリンターについては、更新時期を迎えているが、
財務会計システムの入れ替え検討も予定されてい
ることから、今年度については再リースで対応す
る

4

2 企画部 施策 情報政策課 H21
情報化基本計画推進事
業費 1

財政健全化計画、公営企業健全化計画
の策定及び計画の達成度などの条件をク
リアしなければならない。

H１９年度から３か年に限り認められる補償金なし
繰上償還を実施する。H２１年度の繰上償還の対
象は、旧資金運用部資金金利５％以上６％未満、
旧簡易生命保険資金金利５％以上７％未満となっ
ている。借換分との金利差額が経営改革額とな
る。

斎場が指定管理者制度を平成21年度より導入し
たため、庁内LANネットワークに参加する必要がな
くなった。したがってBフレッツの使用を取りやめる
ため、予定していた通信運搬費が削減できる。
8,000円×12ヶ月=96,000円

1 特になし

H19 補償金なし繰上償還 3

プリンターの製造元であるＩＢＭとは今年
度も保守契約を締結したことから、故障に
ついては修理で対応する

各部「創造の１０年へ！５％の行政経営改革」実施計画書（平成２１年度計画）
　１．歳　　出

事務事業名 実施内容及び計算式 実施上の問題点及び対応
実施
区分

合　　計Ｎｏ
経費
区分

担当課名 開始年度
実　施　に　よ　る　概　算　影　響　額　（ 一 財 ベ ー ス ）整理

区分
計画未実施の場合の理由 年度部局名

平成２２年３月に繰上償還を実施するため1 企画部 経常 8財政課

実績 △ 1,147 △ 1,147

計画 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 252,000

実績 0

計画 △ 33,653 △ 33,653 △ 20,192 △ 20,192 △ 20,192 △ 20,192 △ 20,192 △ 20,192 △ 20,192 △ 20,192 △ 20,192 △ 215,381

実績 △ 16,826 △ 16,826

計画 △ 3,781 △ 3,781 △ 3,781

実績 △ 588 △ 588

計画 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 200

実績 △ 20 △ 20

る。
1,251,432(予算額)－104,328(再ﾘｰｽ費用)＝
1,147,104

Ｈ22～
前納報奨金制度
(収納管理費) 3

Ｈ１７年４月、交付率を0.5/100から0.25/100に、期
別上限額を25万円から12万5千円に一部改正し
た。
改正の影響・動向を見極めたうえでＨ２２年度より
廃止する予定であるが、経済情勢悪化による徴収
率の低下から先送りすることが濃厚。
H21年度当初予算額31,300千円

経常 1
条例廃止に伴う議会対応及び納税者に対
するＰＲ

5 福祉部 経常

ついては修理で対応する。

4 総務部 収税課

保育所費

6 福祉部 経常 介護福祉課 Ｈ２１

児童福祉課 Ｈ２０～ 1

中途退職した正規保育士について不補充とし、こ
れに代わり臨時保育士を配置することにより、人
件費の差額をを削減する。
（試算根拠）
保育士１人当たりの年間削減額＝正規保育士年
間人件費－臨時保育士年間人件費（2,391千円）

4

・今後定員適正化計画により、中途退職
保育士の補充を行わなかった場合には、
削減額は増加することになる。
・この削減額には、正規職員の給料ベー
スアップ要素は含まれていないため、実際
の削減額はこれを上回るものと推測され
る。

高齢者福祉センター管
理費 1

老人福祉センター指定管理料のうち、人件費につ
いて正規職員を再任用職員で対応することによ
り、指定管理委託料を削減する。

4 特になし

10 福祉部 経常 福祉課 Ｈ２０～
セーフティネット支援対
策等事業費 1

角２封筒の共通帳票を広告付きにし、無償提供を
受けた。 4 無償提供業者がいることが必要である。

計画 △ 10 △ 7 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 97

実績 △ 7 △ 7

計画 △ 60 △ 60 △ 60 △ 60 △ 60 △ 60 △ 60 △ 60 △ 60 △ 60 △ 60 △ 600

実績 △ 60 △ 60

計画 △ 330 △ 330 △ 330 △ 330 △ 330 △ 330 △ 330 △ 330 △ 2,640

実績 0

計画 △ 240 △ 240 △ 240 △ 240 △ 240 △ 240 △ 240 △ 240 △ 240 △ 2,160

実績 0

　環境部なし 0

計画 △ 20 △ 20 △ 20

4
リース料の支払は月払であるため、９月末
時点では半年分のみ実施済みとなる。（３
月末では計画どおりの実施となる見込み）

H22 工業試験場管理費 1
更新時期にあるプリンタを継続使用
（予算額）62,000円-（現行リース料）41,076円
＝20 924円

15 経済部 経常 商工労政課

1

12 福祉部 経常 国保課 Ｈ２０～

テレホンガイド広報費

一般管理費 1
角２の封筒を広告付きにし、印刷製本費の削減を
図る。 4

Ｈ２３～

無償提供業者がいることが必要である。

14 市民部 経常 広報相談課 Ｈ２２～

13 市民部 施策 広報相談課

　昨年度計画では、封筒広告を予定していたが、
使用する封筒枚数が少なく達成が難しいと判断
し、代わって、市政だよりＤＴＰ編集機の新規更新
（6月）に伴い、より経済性が高く、全職員が使用可
能なｳｨﾝﾄﾞｳｽﾞ機器（従来はＭＡＣ機器）に変更し、
経費削減を図る。
　想定では、2割程度削減が可能と思われる。

4

　指名競争入札にて、最低金額を落札額
とするため、実際に、前年度より減少する
かどうかは不明。
　全国の自治体においても、ｳｲﾝﾄﾞｳｽﾞ機
器（ＤＴＰ）の使用が増えている。

2
利用状況の精査、代替手段の検討等により廃止・
削減を図る 1 視覚障害者団体等での意見聴取、説明

広報費

1
角３封筒の共通帳票を広告付きにし、無償提供を
受けた。 4 無償提供業者がいることが必要である。 １４人→１３．６人に変更11 福祉部 施策

包括支援セ
ンター

Ｈ２０～
新予防給付マネジメント
事業費

実績 △ 10 △ 10

計画 △ 60 0 △ 60

実績 0 0

計画 △ 3 △ 3 △ 3

実績 △ 3 △ 3

計画 △ 185 △ 185

実績 △ 185 △ 185

　建設部なし 0

16 経済部 経常 運輸観光課

前回広告を依頼した物産協会には広告掲
載の意向を確認し、今回もご協力いただ
けることとなっているが、他の団体の可能
性も合わせて検討している。

H21 観光費 2

新居浜市観光宣伝用の封筒を広告付き印刷とし、
印刷製本費の節減を図る。●封筒印刷代金
68,250円(各2号封筒5,000枚)●広告料収入60,000
円（@10,000円×6業者）

1
印刷製本費のうち、写真現像・焼付について、デジ
タルカメラを使用するなど、経費の削減に努める。 4 特になし

4

月末では計画どおりの実施となる見込み）20,924円

18 経済部 施策 農地整備課 H21

17 経済部 経常

市単独土地改良事業

改良区への原材料支給について、昨年の実績を
ふまえ状況に応じ、市で所有する中古品（他工事
で仮設用資材として使用済）を支給し、コストの削
減を図る。

4

原材料支給の内容に、対応可能な中古品
が含まれるかどうかの問題がある。
また、原材料支給は要望件数が多く、順
番待ちの状況となっているため、対応件数
の増大は見込めるが、歳出総額の削減は
困難である。

2

農林水産課 H21 農業振興費



部局名

　　　　　　（単位：千円）

Ｈ２１ H２１．９末 H２２．３末 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

各部「創造の１０年へ！５％の行政経営改革」実施計画書（平成２１年度計画）
　１．歳　　出

事務事業名 実施内容及び計算式 実施上の問題点及び対応
実施
区分

合　　計Ｎｏ
経費
区分

担当課名 開始年度
実　施　に　よ　る　概　算　影　響　額　（ 一 財 ベ ー ス ）整理

区分
計画未実施の場合の理由 年度部局名

計画 △ 80 △ 80 △ 80 △ 80 △ 80 △ 80 △ 80 △ 80 △ 80 △ 80 △ 800 △ 1,520

実績 △ 149 △ 149

計画 △ 2,101 △ 2,101 △ 2,101

実績 668 668

計画 △ 685 △ 685 △ 685

中学校管理運営費 2
コピー使用料　1,596×0.05=79
水道使用料　　8,165×0.05=408
下水道使用料 3 966×0 05 198

3
中学校におけるコピー使用料、水道使用
料、下水道使用料の節減を促進する。

昨年度プールに不具合があり、これを解
消したため、使用推量を大幅に抑えること
ができた

2
コピー使用料　1,967×0.05=98
水道使用料　　23,067×0.05=1,153
下水道使用料　　17,000×0.05=850

3
小学校におけるコピー使用料、水道使用
料、下水道使用料の節減を促進する。

インフルエンザ予防のため、うがい及び手
洗いを徹底したため、水道使用量が昨年
度より増加してしまった。

21 教育委員会 経常 学校教育課 H21

20 教育委員会 経常 学校教育課 H21 小学校管理運営費

19 議会事務局 経常 議事課 Ｈ２１～ 議会管理運営費 1
市政概要の配布先及び配布方法をを見直すこと
により、発行部数（５００部）を１００部削減して、経
費の節約を図る。（800千円　→　720千円）

4 特になし

実績 △ 1,245 △ 1,245

計画 △ 84 △ 84 △ 84

実績 0 0

計画 △ 664 △ 664 △ 664

実績 △ 332 △ 332

計画 △ 60 △ 60 △ 60

実績 △ 51 △ 51

計画 △ 100 △ 100 △ 100

1
消耗品費の事務用品等の節約に努め、削減を図
る。 5 特になし

1
「新居浜市の教育」についてPDFデータにて閲覧
可能にし印刷部数を削減する。 5

25 消防本部 経常 総務警防課 Ｈ２１ 管理運営費

24 教育委員会 経常 社会教育課 H21 事務局運営費

公民館管理運営費 1
別子山公民館長は正規職員となっており、非常勤
館長１名分の報酬664千円が不要となるため。 8

次年度以降の人事異動により正規職員の
館長の配置があるかは未定である。

1

　例年、文化財保護委員から2名程度、文化財保
護先進地に派遣し、保護手法、保護体制や、文化
財の現況の研修を行っている。

平成21年度当初予算額：84,000円

2
　今年度終了予定の正光寺山古墳の発
掘調査現場で、実地研修を実施する事
で、今年度の研修としたい。

11月に市内研修を実施予定

23 教育委員会 経常 社会教育課 H18～

22 教育委員会 経常 体育文化課 H21
文化財保護委員研修旅
費

下水道使用料　　3,966×0.05=198
料、下水道使用料 節減を促進する。

ができた。

実績 0 0

　出納室、監査事務局、農業委員会、港務局、選挙管理委員会なし

計画 △ 613,580 △ 613,822 0 △ 48,602 △ 48,932 △ 48,932 △ 48,932 △ 48,932 △ 48,932 △ 48,932 △ 48,932 △ 49,652 △ 1,054,600

実績 0 △ 20,051 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

達成率 3.3%

る。

合　　　　　　　　　計

１．廃 止 ２．中 止 ３．規模縮小 ４．コスト削減 ５．手法改善 ６．統
１．今すぐ実行できる

２．相手方の了承を得るなど阻害要因が取り除ければ実施できる



部局名

　　　　（単位：千円）

Ｈ２１ H２１．９末 H２２．３末 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

計画 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 10,000

実績 1,510 1,510

計画 54,000 54,000 116,000 94,000 74,000 100,000 106,000 95,000 128,000 10,000 10,000 787,000

1 企画部なし 4

ホームページへの掲載やチラシ等を作成
し、市内高校同窓会や全国にいはま倶楽
部会員等への積極的な広報活動を実施し
てが、県内他市町に比べ寄付金額が伸び
ない。今後も引き続き、積極的に広報活動
等を実施する。

普通財産の売却
１．駅前土地区画整理事業用地（14物件）
地積5,446.03㎡　予定売却価格316,040千円
２．旧伝染病棟跡地(下泉町二丁目宅地1,124.50
㎡）・旧職員住宅敷地（垣生3丁目2筆計　宅地
2,523.47㎡）・星原町市有地（星原町　宅地
405.84㎡）・旧泉川公民館敷地（松原町3筆計　宅
地  1,706.80㎡）・旧桃山短大職員住宅跡地(本郷
二丁目　２筆計　宅地　384.53㎡）・垣生海の家跡
地（ 社 り買 分 宅地計 ㎡）

1

合　 計
実　　施　　に　　よ　　る　　概　　算　　影　　響　　額整理

区分

総合政策課

開始年度 年度

平成２０年度の地方税法改正に伴い、個人住民
税における寄附金税制の拡充（いわゆる「ふるさ
と納税」制度の導入）がなされた。本市において
も、市ホームページや啓発チラシ等を作成するな
どの寄附誘導策を積極的に行う。

部局名 計画未実施の場合の理由

Ｈ２０～ 寄附金

各部「創造の１０年へ！５％の行政経営改革」実施計画書 （平成２１年度計画）
　２．歳　　入

歳入科目名 実施方法及び計算式 実施上の問題点及び対応
実施
区分

Ｎｏ
充当先
区分

担当課名

実績 10,769 10,769

計画 2,979 2,979 2,500 5,479

実績 688 688

計画 350 350 350 350 350 350 350 350 350 350 350 3,500

管財課 H１９～ 土地貸付収入

なし

なし3 総務部

2 総務部 管財課 H１９～ 土地売払収入 5
売却する方針で事務を進めているが、価
格等により不調となる場合がある。

地（公社より買戻し分　宅地計　2143.23㎡）
総面積8287.87㎡　  予定売却価格152,840千円
３．旧繁本住宅敷地（繁本町親番甲704番、甲
706番の２６筆
総面積1,937.27㎡）　予定売却価格75,971千円
４．法定外公共物の売却及び国県の買収
各年10,000千円　10年間の合計100,000千円
５．その他遊休地など売却（観音原遊休地など整
備を伴う）　　9年間の総売却予定金額　142,149
千円

【総合計】　７８７，０００千円

2

普通財産の貸付
駅前土地区画整理事業用地（１物件）
地積　８２９．５４㎡　8月契約切れ
予定収入６８８千円
　
旧泉川公民館跡地１７０６．８０㎡
５月より貸付予定
年間予定貸付金額２，５００千円

5

売却予定地を短期的に貸付するが、購入
される可能性はある。

※売却予定地であるため、臨時収入として
項目に挙げているが、売却物件の合計に
も含んでいる（重複）

1

実績 187 187

計画 3,000 3,000 3,000

実績 0 0

計画 0 0 0

救急医療体制整備費について、平成２１年度新
ふるさとづくり総合支援事業（地域づくり推進事
業）への申請
補助対象経費７，８８９千円
県補助金３，０００千円

2 6
県補助金であるため、予算査定において
補助対象に該当するかどうか不明である。

平成２１年度末に歳入予定5 施策 福祉部
保健セン
ター

H21 県補助金

4 なし 総務部 管財課 5 撤退する可能性はある。使用料収入H１９～ 自動販売機の使用料収入（電気代含む） 1

使用料減免制度の見直し。
市全体の使用料の見直しの中で検討していく。

女性総合センター使用料 2 3

男女共同参画社会を目指す学習と行動の
拠点施設として多くの市民の方々に利用
されているが、利用者の負担増に伴い利
用者数の減、男女共同参画社会実現への
推進の後退を意識させてしまう。女性団
体、女性グループの理解を求める必要が

6 経常 市民部
男女共同参
画課

未定

実績 0

計画 24 24 24 24 24 24 24 24 192

実績 155 155

計画 0

実績 0

下水道使用料
平成22年度が従来からの下水道使用料改定サ
イクル4年の改定時期となるため、12月議会での
下水道条例の改正を目指し検討を行う。

2 3
景気低迷の中、議会等の理解を得られる
よう他市の状況等十分な説明資料を準備
し対応する。

なし

なし 環境部
下水道管理

課
H21

7

8

売却先(火力発電所ボイラー)の運転状況
により、消化ガス供給量に若干の変動が
ある。また、H21～22年度は消化槽2槽中1
槽の改築工事が予定されているため、H21
年度当初予算からの増額は見込めない。

環境部
下水道管理

課
H20～ 下水消化ガス売却収入

下水処理場で発生する余剰消化ガスを火力発電
所に売却し、燃料として有効利用する。売却単価
は１．5円/m3に決定。H23年度以降320,000m3×
1.5×1.05＝504,000円

3 4

体、女性グル プの理解を求める必要が
ある。



部局名

　　　　（単位：千円）

Ｈ２１ H２１．９末 H２２．３末 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０
合　 計

実　　施　　に　　よ　　る　　概　　算　　影　　響　　額整理
区分

開始年度 年度部局名 計画未実施の場合の理由

各部「創造の１０年へ！５％の行政経営改革」実施計画書 （平成２１年度計画）
　２．歳　　入

歳入科目名 実施方法及び計算式 実施上の問題点及び対応
実施
区分

Ｎｏ
充当先
区分

担当課名

計画 78 78 78 78 78 78 78 78 78 78 78 780

実績 0 0

計画 210 210 210 210 210 210 210 210 1,680

3 3

条例改正により、漁港に設置されている自動販
売機の使用料（大島２，垣生４，新居浜７）を徴収
する。＠５００円×１２月×１３台

1
使用料の徴収を年払いで年度末に予定し
ているため。

10 経常 建設部 都市計画課 H23 公園使用料

近隣他市の使用料と比較検討した結果、他市と
比較して安価であるため、受益と負担の公平の

9 経常 経済部 農林水産課 H21～ 漁港使用料
漁業組合の事務的な手間を極力省くた
め、使用料の徴収は年払いで実施を予定
している。

庁内全体の使用料見直し計画との整合性
を図り、不均衡とならないよう改定する。利

7

実績 0

計画 810 810 810 810 810 810 810 810 6,480

実績 0

　議会事務局、教育委員会、消防本部、出納室、監査事務局、農業委員会、港務局、選挙管理委員会なし

計画 61,407 61,407 0 119,928 96,472 76,472 102,472 108,472 97,472 130,472 12,472 12,472 818,111

実績 0 13,309 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13,309

合　　　　　　　　　　計

3 310 経常 建設部 都市計画課 H23～ 公園使用料
比較し 安価 あるた 、受益 負担 公平
原則から適正な見直しを行う。また、占有料にお
いては道路管理の占有料に準じて見直す。

を図り、不均衡 ならな よう改定する。利
用者の極端な負担増とならないよう注意
する必要がある。

11 経常 3建設部 都市計画課

近隣他市や近隣駐車場料金と比較検討した結
果、他市・近隣駐車場と比較して安価であるた
め、受益と負担の公平の原則から適正な見直し
を行う。

H23～ 公営駐車場使用料

庁内全体の使用料見直し計画との整合性
を図り、不均衡とならないよう改定する。設
置経緯から改定に際しては商工会議所・
商店街連盟との協議が必要である。また、
利用者の極端な負担増とならないよう注
意する必要がある。

3

１．今すぐ実行できる

２ 相手方の了承を得るなど阻害要

１．徴収率等の向上 ２．利用者または対象者の増 ３．

単価等の料金改定 ４ 新規歳入の創設 ５ 公有地売

達成率 21.7%

２．相手方の了承を得るなど阻害要

因が取り除ければ実施できる

３．今すぐ実行はできないが、10か

年中に実施する

単価等の料金改定 ４．新規歳入の創設 ５．公有地売

却等による財産収入の増 ６．その他特定財源の新たな確

保 ７．その他一般財源の新たな確保

上記番号から最も当てはまるものを記入すること。



　　　　（単位：千円）

Ｈ２１ H２１．９末 H２２．３末 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

1 歳出 施策 市民部 市民課
萩生・大生院住居表示
整備事業

　萩生地区については、住居表示の要望があ
り、数度説明会も行っている。町割、町名などの
問題から、実施するにはいたっていないが、平成
１４年度、平成１５年度、地区の市政懇談会で住
居表示実施の意見が出て、市長が、「多喜浜の
次は萩生地区」と回答している。平成１６年度
は、大生院地区からも住居表示に関する説明会
を求められるなど実施に向けた、地区住民の期
待は高いと思われる。

　萩生・大生院地区ともに、住居表示の要望が
強く、住居表示を行うには、住民の承諾が必要と
なることから、住民の機運が高まっているうち
に、少しでも早く行うことが得策と考える。

1,000 1,000

2 歳出 単独 経済部 運輸観光課
マイントピア別子東平整
備事業

工事費
①東平歴史資料館外装塗替工事（4,100千円）
 ②東平歴史資料館地形模型修理（4,097千円）
③合併処理浄化槽新設（3,000千円）

東平歴史資料館は、平成６年に完成以来、厳し
い自然環境もあって外装が剥がれてきている。
施設の延命措置を図るためには、定期的な補修
が必要である。 また、展示備品の地形模型が故
 障し、来館者からはもったいないとの声がある
 が、製作業者以外では修理できないとのことで
 ある。また、現在の合併処理浄化槽（700人槽）
は、民間の進出を見込んでの設置であったが、
入り込み客数に適合した浄化槽（50人槽）に変
更すれば、初期投資経費はかかるが維持管理
費を節減することが可能となる。

4,100 0 3,000 7,100

3 歳出 施策 経済部 運輸観光課 観光事業推進費
 社団法人新居浜市観光協会事業補助金
 ①新居浜テレコムプラザ入居経費（3,479千円）
 ②事務局職員給与一部補助（3,694千円）

 新居浜テレコムプラザ建設の際、駅構内に事務
 所があった観光協会に対し、入居に関る経費は
 全額市が負担するので入居して欲しいと当時の
 企画課から打診があり、その条件で、観光協会
 は新居浜テレコムプラザに入居した経緯がある。
 現在は、補助金公募制度の中で、予算措置をし
 ているが、仮に審査会で不採択となった場合、こ
 れらの経費が支払われず、市の信用が失墜する
 ことになる。また、かつて経常経費で措置してい
 た事務職職員の給与の一部補助についても、行
 政の代わりに民間分野の観光振興を図るには、
 組織としての観光協会が必要不可欠であること
 から、継続することが必要である。

0 0 0 0 0 0 0 0 0

4 歳出 単独 消防本部 総務警防課 消防無線整備事業

消防救急無線デジタル整備費
　基本設計　１，１００千円（Ｈ２１）
　基地局設備一式　２９１，５０４千円（Ｈ２７）
　車載・携帯無線機等　１９７，３４０千円（Ｈ２７）

電波法の改正により、消防救急無線について
は、平成２８年５月３１日までにデジタル化へ移
行しなければならない。整備方針として、県内の
各消防本部が共同整備するこになっているが、
詳細な整備時期等については未定である。今後
は、協議会で詳細な整備方針及び負担金等が
決定される予定である。

1,100 994 488,844 489,838

歳入歳
出の別

合　 計
特　　殊　　要　　素　　に　　伴　　う　　概　　算　　影　　響　　額

　３．特殊要素

　 事務事業名または
 　歳入科目名

特殊要素となる具体的内容 原因分析及び対応方法Ｎｏ
経費
区分

担当課名部局名

「創造の１０年へ！５％の行政経営改革」実施計画書（平成２１年度計画）



　　平成２１年度 ５％の行政経営改革実施計画集計表
　　　　　　　　　（単位：千円）

計画額 実績額 達成率 計画額 実績額 達成率

01企 画 部 △ 572,259 △ 1,243 0.2% 1,000 1,510 151.0% △ 573,259 △ 2,753 0.5%

02総 務 部 0 0 57,329 11,644 20.3% △ 57,329 △ 11,644 20.3%

03福 祉 部 △ 37,521 △ 17,501 46.6% 3,000 0 0.0% △ 40,521 △ 17,501 43.2%

04市 民 部 0 0 0 0 0 0

05環 境 部 0 0 0 155 0 △ 155

06経 済 部 △ 268 △ 198 73.9% 78 0 0.0% △ 346 △ 198 57.2%

07建 設 部 0 0 0 0 0 0

08議会事務局 △ 80 △ 149 186.3% 0 0 △ 80 △ 149 186.3%

09教育委員会 △ 3,594 △ 960 26.7% 0 0 △ 3,594 △ 960 26.7%

10消防本部 △ 100 0 0.0% 0 0 △ 100 0 0.0%

11出 納 室 0 0 0 0 0 0

12監査事務局 0 0 0 0 0 0

13農業委員会 0 0 0 0 0 0

14港 務 局 0 0 0 0 0 0

15選挙管理委員
会

0 0 0 0 0 0

合　　 計 △ 613,822 △ 20,051 3.3% 61,407 13,309 21.7% △ 675,229 △ 33,360 4.9%

部 局 名
１． 歳　　　　　　出 ２． 歳　　　　　　入

計画額合計 実績額合計 達成率


